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　 平成26年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 30,000 100.0%

2

3

4

5

その他

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成23年度平成24年度 25

2,897,046 5,703,926 359,171

57.4% 53.9% 12.0%

1,066,030 895,455 2,531,086

21.1% 8.5% 84.9%

113,038 94,607 91,111

2.2% 0.9% 3.1%

972,000 3,888,919 0

19.3% 36.7% 0.0%

全体事業 5,048,114 10,582,907 2,981,368

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

所　　   在   　　地

代　　表　　者　　名

水戸市笠原町９７８－２５

事業１

理事長　渡邊　一夫　(常勤)

ホームページＵＲＬ

資本金（基本財産）

主　　な
出資者

　　「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき，地域の秩序ある整備を図るために必要な公有地となるべき土
地等の取得及び造成その他の管理等を行い，公有地の拡大の計画的な推進を図り，もって公共の福祉の増進に
資することを目的とする。

  当公社は「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づく県の補完機関として，地域の秩序ある整備と県民福
祉の増進に寄与するため，公共用地等の取得・管理・処分等の業務を行っております。
　これまで，国・県道，街路，公園，河川，下水道用地等の事業用地をはじめ，北関東自動車道，首都圏中央連
絡自動車道などの高速道路用地，茨城空港関連事業用地などの公共用地等の取得等を行ってきました。
　平成２５年度からは国及び県からの要請を受け，東関東自動車道水戸線の用地取得業務を実施しており，初
年度計画分の３３ヘクタール余りを全て取得いたしました。引き続き２６年度計画分についても用地の１００パー
セント取得を目指して業務を進めているところです。
　今後も，公共事業の円滑な推進に寄与するとともに，本県における社会基盤整備の一翼を担い，県政の発展
に貢献できるよう努めて参りますので，県民の皆様にはご理解を賜りますようお願い申し上げます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年２月　理事長　渡邊　一夫

公有地取得事業

土地造成事業
(完成土地等)

事業３

　上記事業に附帯する事業
(完成土地(ひたちなか地区)の暫定貸付）

茨城県土地開発公社

全体事業に占める割合

全体事業に占める割合

事業２

　住宅・商業用地等の土地造成・管理・処分
(完成土地(ひたちなか地区)の定期借地権等による
土地貸付)

茨城県土地開発公社

［法人の概要］

内　　　　　　　　　　　　容事　　　業　　　名

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

土木部都市計画課・企画部つくば地域振興課

０２９－３０１－７１１１

http://www.iba-tochikou.jp/

平成2年4月19日

附帯等事業

出資比率

　県等に代わって行う，道路・公園・住宅用地等の公
共用地等の取得・処分等及び公共用地等の取得に
関連して必要となる代替地の取得・処分等
※左記は処分額のみ

茨　　　城　　　県

tkk-ibaraki@blue.ocn.ne.jp

30,000

その他
事　業

全体割合
指定管理者

全体事業に占める割合

事業1～3以外

全体事業に占める割合

年度平成
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企業会計用
[経営状況] 茨城県土地開発公社 (単位：千円）　

増減数
売上高 △ 7,601,539

売上原価 △ 4,115,741

売上総損益金額 △ 3,485,798

販売費及び一般管理費 7,664
うち役員人件費(原価計上分含む) 6
うち職員人件費(原価計上分含む) 29,029

営業損益金額 △ 3,493,462

営業外収益 △ 158
営業外費用 △ 286

△ 3,493,334

△ 47,619
△ 1

0
△ 3,540,952

△ 178,638
△ 1,278,979

1,100,341
0

△ 896,829

578,567
0

△ 1,475,396

△ 1,475,396

718,191
0

718,191
補助金 △ 3,888,919

委託料 △ 5,331,736

△ 6,474,762

0
合　　　計 △ 15,695,417

財政的関与の割合（％） △ 79.0
△ 163,846

△ 2,299,146

合　　　計 △ 2,462,992

増減P
2.2
1.3

△ 199.4
△ 0.5

△ 15.7
△ 1375.6

△ 8.4

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

2 0 2 2 0 2 2 0 2 0
4 4 0 4 4 0 4 4 0 0

計 6 4 2 6 4 2 6 4 2 0
管理職 1 1 0 1 1 0 1 1 0 0
一般職 5 5 0 11 8 0 14 8 0 3

1 3 3 0
計 7 6 0 15 9 0 18 9 0 3

0.0 千円
年

千円

区　　　　　　分

法人税・住民税・事業税

うち短期借入金

うち長期借入金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

算式等

貸
借
対
照
表

資産

繰延資産

特別利益

プロパー職
員平均勤続

年数

人件費／売上高

嘱託・臨時職員等
職員

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

非常勤理事・監事

借入金比率

売上高経常利益率
総資産回転率

販売管理費比率

8,533,107
0

固定負債

流動負債

固定資産

利益剰余金等

純資産 △ 2,383,461

その他（分担金・負担金・出資金等）

△ 2,413,461

3,473
286

売上高／総資産
経常利益／売上高

当
期

流動資産／流動負債　
借入金残高／総資本　

82

15,754,375

資本金

3,348

平成23年度

1,200,897
29,872

465

8,430,965

0

～20代 30代 40代

0 4 8 3

50代 60代

増減理由

227.1%
0.2

27.7%

役員

　

807.5%
75.3%

2183.2%

７月１日現在の人数
平成24年

常勤理事・監事

流動比率

10,835,207

-47.2%

平成26年

24.1%39.8%

増減数

0.7

24,060,488

197.5%
109.1%

平成23年度
1.1%

平成25年

83.7%

0.6%

23.3%
0.2

12,937,336

0

1.7%

平成24年度
0.5%

197,017
11.3%

10,638,190

0

360,863
90.3%

8,306,113

1,875,682
30,000

16,033,028

16,006,093

2,871,332
972,000

76.1%
12,376,439

0

22,053,597

0

当期純損益金額

9,444,651
5,400,776

1,126,092

負債

流動資産 16,652,821

1,011,178

8,165,672

0
7,537,126

24,437,058
432,611

1

6,436,785

損
益
の
状
況

5,048,114

土地処分・賃貸による振替

賃貸用土地の振替

経常損益金額

特別損失 47,734

1,173,908

337,611

12,097,747
13,298,199

30,000

6,474,762 0
5,669,347

1,845,682
3,888,919

30,000

11,822,803
2,593,873

46,513

0

平成24年度

4,259,143

51,473

4,208,420

47,619

13,108,925

13,573,143

4,211,607
0

3,282

1,171,025
50,037

0
14,005,754

82

15,881,436

増減理由
土地処分・補助金の減等

土地処分の減等

3,458

2,981,368
3,847,217

平成25年度

東関道分室設置による増75,542

10,582,907
6,330,678

43,809
3,288

4,252,229 766,431
2,214,937

714,958

0

3,315
0

0

718,273

15,702,798
718,191

82

補助金の減等
24年度固定資産計上年度変更

337,611

土地等処分による返済

補助金の減

短期貸付の減

2,563,873

借入金残高（期末）
13,298,199

2.6%人件費比率
主要経営指標

県
財
政
関
与
状
況

貸付金

10,364,946
13,695,542

0

備　考
東関道分室設置による増

0.4%
土地処分・補助金の減等

平成25年度

自己資本利益率
販売費・一般管理費／売上高　

当期利益/自己資本

1,444.0
常勤役員平均報酬(年額)

0.0

東関道分室増員による増

15 43.0 歳
プロパー職員平均給与(年額)

合計 平均年齢
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効率性
業務規程等により内

部管理体制を適切に整
備し，運用している。

また，情報公開制度
や財務諸表の公表など
により，透明性の確保
に努めている。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

組織を(公財)茨城県
開発公社と一体化し，
役職員を併任としてい
る。東関東自動車道用
地分室の設置(平成２５
年４月)に当たっては，
本社職員１名を分室に
充て，地元市職員６名
を研修生として受け入
れるなど，人材の育成
と有効活用を図ってい
る。

また，ひたちなか地
区の完成土地について
は，民間企業へ貸し付
けて賃料収入を得るな
ど，有効活用に努めて
いる。

ひたちなか地区の完成
土地については，近年，
各種施設等の集積や北関
東自動車道の全線開通な
どにより，販売は順調で
あり，経営健全化対策長
期借入金の返済も進んで
いる。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性

《評価の視点》

公共用地等の取得につ
いては，国・県等の要請
に基づき実施していく。

また，ひたちなか地区
の完成土地については，
近年，各種施設等の集積
や北関東自動車道の全線
開通などにより，販売が
順調に進んでおり，今後
も計画的に誘致してい
く。

12 20

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

139

60%

87%

47 85%

財務健全性

得点率

100%

95%

84%

15

評点

20

企業会計用
茨城県土地開発公社

警　戒　指　標

満点

20

20198

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計 9480

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

1916

［評点集計］

効率性 11

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性

評価項目数

計画性

10

9

今後の事業展開の方向

　公有地取得事業については，国及び県の要請を受けて平成２５年度から実施して
いる東関東自動車道水戸線等の用地取得を遅滞なく着実に進めるとともに，本県の
社会インフラ整備に伴い必要となる事業用地についても引き続き取得を図ってい
く。
　ひたちなか地区の完成土地１０.３ヘクタールについては，当該地区の土地利用計
画に基づいて，積極的に企業等を誘致し売却を進めていく。

公拡法に基づき，国・
県等の委託を受けて公共
用地等の取得を行い，公
共事業の計画的かつ円滑
な推進に貢献し，地域の
秩序ある整備と県民福祉
の増進に寄与してきた。

平成２５年度からは国
及び県の要請により東関
東自動車道水戸線の用地
取得に着手しており，今
後も公共用地等の取得を
通じて公共事業の推進に
貢献できるよう努めてい
く。

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健

全性
効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

公拡法に基づき，公共
用地等の取得を行うこと
で，公共事業の円滑な推
進に寄与している。

「中期基本方針」に基
づき，公共用地等の取得
については，供用目標が
設定されたものなどに限
定して計画的に実施され
ているほか，完成土地
（ひたちなか地区）につ
いても計画的な処分に努
められている。

業務規程等により内
部管理体制を整備し，
適正に組織及び財務管
理が行われている。

また，財務諸表の公
表などにより，適切に
情報公開が行われてい
る。

(公財)茨城県開発公
社の管理部門を統合す
るなどして，効率的な
組織運営が行われてい
る。

また，完成土地の貸
付けなどにより，保有
資産が有効活用されて
いる。

県無利子貸付金につい
ては，完成土地等の処分
により，未償還額の縮減
が図られている。

　茨城県土地開発公社は，国や県などの公共用地等の取得を行うことで，公共事業
の円滑な推進と本県の社会インフラ整備に大きく貢献してきた。今後も，地元の意
見も聴きながら幅広く誘致を行うことなどにより，完成土地等の計画的な処分を進
めるとともに，東関東自動車道水戸線など公共用地等の取得を積極的に行うことに
より，公社の役割を果たしていく必要がある。

効率性目的適合性 財務健全性

事
業
成
果

公有地の処分
(公有用地，代行用地)

4.7

H26目標値単位 H23実績

計画性

健
全
性

完成土地等及び代替地に
係る長期借入金の返済

百万
円

13.7

組織運営健全性

指　　標　　名 H24実績

取組みを強化すべき視点 目的適合性

8.8

完成土地等及び代替地の
処分

ha 7.3

1.316.8 100.0%1.5

法人担当課の意見

25 H25実績 達成度(%)

［経営目標］

ha

区分

経
営
目
標

9.8 80.3%

758979

12.2

79

組織運営健全性

8.1

3,073 2,299 74.8% 1,882

総合的所見等
に係る対応

　ひたちなか地区の完成土地については，暫定貸付地の年度内処分に向けた調整のほか，引
き続き未利用地への幅広い企業誘致活動を実施し，売却を基本とした処分を進めるととも
に，新線関連の代替地についても，関係機関等との情報交換等により処分先の開拓を行うな
ど，県と土地開発公社が一体となって早期処分に取り組むことにより県無利子貸付金の早期
償還を図っていく。
　保有資金の取扱いについては，土地売却の状況や地価の動向を見極めつつ積極的に対応す
る方針であり，早期の償還に向けて調整を進めていく。
　土地開発公社は，現在，国や県の要請を受けて東関東自動車道水戸線や国・県道，街路等
の事業用地の取得等を着実に進めているところである。今後も各事業者のニーズに対応した
事業用地を確保するうえで，土地開発公社の役割が十分に果たせるよう取り組んでいく。

効率性 財務健全性計画性

総合的所見等

　ひたちなか地区の完成土地５．４ヘクタールについて売却が実現したことは評価できる。
引き続き，未利用地（７．２ヘクタール）や暫定貸付地（３．１ヘクタール）の早期処分に
積極的に取り組み，県無利子貸付金の償還を推進されたい。
　また，新線関連の代替地については，地元市等に協力を求め，早期処分に向けて努力され
たい。
　県からの経営支援補助金により債務超過を解消し，また，ひたちなか地区の一部土地の売
却や，平成２５年度から東関東自動車道水戸線の用地取得業務を受託するなど財務の健全化
が図られていることから，返済可能な保有資金については，県へ返済されたい。
　県所管課は，公共用地先行取得の状況，将来見通し等を踏まえ，法人のあり方について検
討されたい。

百万
円

196 702

平均目標達成度 88.8%

19 100.0% 13
職員一人当たりの経常利
益効

率
性

改善の余地あり概ね良好 改善措置が必要

目標値H

大いに改善を要する等
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